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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクト実施に「パ」国で必要な各種手続きは以下の通りである。 

表86  施設建設及び機材据付け実施のための各種必要手続き 
必要手続き 申請先 必要期間 PMDから国防省への提出書類 申請者 

商用電源供給、ステ

ップダウントランス

の設置（気象レーダ

ー塔施設用） 

イスラマバード電力供

給会社（IESCO） 
2ヶ月 

 申請書：1セット 

 建設候補地を示す地図：1セット 

 割当通知状：1セット 

パキスタン

気象局

（PMD） 

建設許可 内閣局／首都開発庁

（CDA） 
4 ヶ月 

以下の図面及び文書を添付した申請書 

 建築図面：6セット 

 構造図面：6セット 

 電気図面：6セット 

 空調・換気図面：6セット 

 衛生図面：6セット 

 構造計算書：5セット 

 割当通知状：1セット 

 土地所有証書：1セット 

 損失補償証書：1セット 

周波数使用許可（気

象レーダーシステム

用及びウィンドプロ

ファイラ用） 

パキスタン電気通信庁

（PTA）／周波数割当委

員会（FAB） 

2ヶ月 

 申請書：14セット 

 同意書：14セット 

 機材の詳細技術文書：14セット 

 アンテナパターン：14セット 

 送信機用スペクトル表：14セット 

 ネットワーク図／配置図：14セット 

 

＜一般売上税（GST）＞ 

 

経済・統計省、経済課（Economic Affairs Division：EAD、Ministry of Economic Affairs and 

Statistics）より提示された下図の免税手続きを行うことにより、本プロジェクトのメインコント

ラクターは、「パ」国において資機材購入の際に課税される一般売上税（General Sales Tax：GST）

が免税される。免税手続きには、約 1 ヶ月を要する。 

サブコントラクターが購入した資機材に関しては、免税対象とはならないので注意が必要である。 



 
 

4-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２  プロジェクト全体計画達成のために必要な PMD による投入（負担）事項 

 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

 

2) 自然災害の予防と管理 

a) 国民への警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数のルートより、重複して

行う。 

b) 効果的な自然災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアと連携を取り、国民

に継続的な防災啓発活動を行う。 

3) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された施設の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全ての気

図 20  「パ」国内において購入する資機材の一般売上税免税のための手続き 

 

ステップ 6 
資機材購入のための

発注（EAD 発行の現

地購入品免税証明

書コピーを提出） 

ステップ 1 
現地購入予定の資機材リスト

（以下の項目を記載）の提出 

・資機材名称 

・資機材数量 

・現地サプライヤー名 

ステップ 2 
以下の書類を添付した現地購入品

免税証明書発行の依頼書の提出 

・交換公文コピー 

・契約書コピー 

・現地購入資機材リストのコピー 

ステップ 5
メインコントラクターへ現地購入

品免税証明書発行（PMD 経由） 

ステップ 4
現地購入品免税証明書

発行の権限付与の発出

経済・統計省 経済課 

(EAD) 

パキスタン気象局（PMD） メインコントラクター 

連邦国税庁（FBR） 

資機材の現地サプライヤー ステップ 3 
現地購入品免税証明書

発行の権限付与のため

の依頼書の提出 

ステップ 7 
GST 免税による

資機材の購入 
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象機材及び施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

b) 盗難や破損から機材と施設設備機器を保護する。 

c) 定期的な施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

 

４－３  外部条件 

1) PMD の気象情報・データ及び予警報がマスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・州・

県防災管理庁、連邦洪水委員会、水利電力省、県情報・公共事業部、その他各省庁、警察、

その他政府関連機関、赤新月社等に活用される。 

2) 「パ」国政府の温暖化対策、自然災害対策及び気象業務に対する政策の変更が無い。 

3) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・州・県防災管理庁、連邦洪水委員会、水

利電力省、県情報・公共事業部、その他政府関連機関、赤新月社等の協力体制が維持される。 

4) 本案件におけるソフトコンポーネントや現地研修を受けた PMD 職員が勤務を継続する。 

 

 

４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

 

(1) 本案件の推定裨益人口 

本計画は、PMD の気象観測及び大雨予警報作成能力を向上し、災害を軽減することが目的である。

「パ」国において最も甚大な被害をもたらす洪水による被災者及び被害総額は計り知れず、「パ」国

全体の経済発展の大きな障害ともなっている。従って、本計画の直接・間接裨益人口は、「パ」国全

人口の 1.72 億人であると考える。「パ」国の人口増加率は、年平均 2％であり、2050 年にはインド、

中国、米国に次ぐ世界第 4位の人口を抱える国になると予想され、被災する者が増大することが懸念

される。以下に、「パ」国の全人口を「パ」国の 8つの行政区（管区及び州）ごとに以下に示した。 

表 87  「パ」国の行政区分と人口 

No. 州名 州都 面積(km²) 人口(2008 年)

1 バローチスターン州 クエッタ 347,190 10,247,362

2 カイバル・パクトゥンクワ州 ペシャワール 74,521 20,215,000

3 パンジャーブ州 ラホール 205,344 81,845,433

4 シンド州 カラチ 140,914 46,378,000

5 イスラマバード首都圏 イスラマバード 1,165 955,629

6 連邦直轄部族地域 ペシャワール 27,220 6,500,000

7 アザド・カシミール ムザファラバード 13,297 4,567,982

8 ギルギット・バルティスタン州 ギルギット 72,496 1,800,000

合計 882,147 172,509,406
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(2) 本プロジェクトの目標 

地球規模の気候変動が、中長期的に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性があり、特に自然

災害多発国である「パ」国への影響は大きく現れると想定されることから、気象災害に対する早期警

戒を含む災害管理体制の整備が喫緊の課題となっている。本プロジェクトにおいて、気象レーダーシ

ステムの更新、高層気象観測システム、気象予報・開発システム、気象データ用基幹通信システム及

び GTS メッセージスイッチシステムの整備を行い、特別中期気象予報センター（SMRFC）を PMD イス

ラマバード本局に構築する。これらの我が国の支援により、PMD の 1) 気象観測能力の強化、2) 既存

の 24～48 時間以内の短期予報の更なる精度向上、3) 48 時間を超える中期予報（3-10 日後まで）を

作成することができる能力の付帯、4) 予警報の迅速な発信能力の強化、を行い自然災害による被害

の軽減に寄与することを本プロジェクトの目標とする。 

(3) 「パ」国の開発計画 

気候変動に伴う異常気象により多大な被害が発生していることを受けて、2012 年 8 月、国家気候変

動政策（National Climate Change Policy）案が気候変動省のもとで作成された。この政策には、気

候変動への脆弱さと適応方法について、セクター別（水資源、農業、森林、生態系、防災等）に記載

されており、防災に関しては、「パ」国政府は関係機関と協力し合って、主に以下の対策を講じるこ

ととしている。 

1. NDMA が策定した「国家災害危機管理体制」実施のための財源確保 

2. 自然災害発生時における関係省庁の役割及び責任の明確化 

3. サイクロンが直撃する沿岸部での早期警報システムの強化や避難計画の策定 

4. 早期警報の普及や災害リスク軽減活動への住民参加 

5. 洪水や鉄砲水、干ばつ等の監視、予報、早期警報システムの強化 

6. 異常気象発生時に迅速な復旧が求められる電気・通信・交通等のインフラ整備 

更に、上記の国家気候変動政策に対する具体的な行動計画（Action Plan）を策定し、行動計画は

最優先、短期的、中期的、長期的の 4つに分類されている。気候変動政策の効果的な実行のため、国

家及び地方気候変動政策実行委員会（ National and Provincial Climate Change Policy 

Implementation Committees）を設置し、国家及び地方気候変動政策実行委員会は半年毎に政策実行

の状況等を報告する会議を開催し、5年毎に気候変動政策の変更や更新を行うこととしている。 

上記のとおり、本プロジェクトは、「パ」国の気候変動政策や防災政策とも合致するものである。 
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(4) 我が国の援助政策・方針 

我が国と「パ」国は、長期にわたり良好な二国関係を築いており、2012 年には、国交樹立 60 周年

を迎えた。我が国の「パ」国に対する援助の基本方針（大目標）は、「経済成長を通じての安定した

持続的な社会の構築」としている。「パ」国は、2050 年にはインド、中国、米国に次ぐ世界第 4 位の

人口を抱える国になると予想されている。その潜在力を十分に発揮するためには、安定的な経済状況

を確保しつつ、民間主導型の経済成長を実現することを通じて、安定した持続的な社会を構築するこ

とが不可欠である。上述の大目標の達成に向けて、我が国は下記の 3つを重点分野（中目標）として

いる。 

1. 経済基盤の改善 

2. 人間の安全保障の確保社会基盤の改善 

3. 国境地域などの安定・バランスの取れた発展 

このうち、「2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中で、「頻発する自然災害に対する防

災能力の強化につながる支援を実施する」旨が目標とされており、具体的には、早期予警報システム

の整備、コミュニティレベルにおける災害対応能力の強化、防災関連機関の人材育成計画等が挙げら

れている。本プロジェクトにより「パ」国の気象監視体制が強化され、自然災害に対する「パ」国全

体の防災能力が向上することは、我が国の国際協力として意味深いことと考える。 
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４－４－２ 有効性 

 

表 88  成果指標 
指標 基準値（2012 年） 目標値 

危険な気象現象の監

視能力の向上 

風速はマニュアル観測のみ 最大 75m/秒までの風速観測：半径 200km 内 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知範囲：半径

350km  
雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知範囲：半径 450km 

半径 350km 内（降雨探知範囲）における時間

単位の積算雨量データなし 

半径 450km 内（降雨探知範囲）における 1 時間当た

りの積算レーダー雨量データ 

「パ」国の 120 の既設地上観測所による降水

データの空間分解能及び観測間隔：平均

81.9km メッシュ、180 分毎 

気象レーダー探知範囲内における降水データの空間

分解能及び観測間隔：半径 450 キロ、2.5km メッシ

ュ以下 

レーダー観測範囲内の雨量強度の観測：PPI

モード 

レーダー観測範囲内に入った場合、風速・雨量強度・

位置・経路の観測： PPI モードと CAPPI モード 

6 階調の雨量定性データ 0～250mm/h の降雨強度定量データ 

測風気球による定期的な高層気象観測 

高度約 1.5～3km の風向・風速 

連続的な高層気象観測 

モンスーン期（降水時）最大観測高度：12km までの

風向・風速 

気象予報能力の向上 

定性的地域気象予報（24 時間先まで） 

定性的都市気象予報（96 時間先まで） 

定性的地域週間気象予報（168 時間先まで）

定量的短期気象予報（72 時間先まで） 

＜ガイダンスによる算出値＞ 

・24 時間地域降水量 

・3時間地域降水量（48 時間先まで） 

・日最大風速値（48 時間先まで） 

・日最高気温 

・日最低気温 

・日最小湿度 

定量的中期気象予報（240 時間先まで） 

＜ガイダンスによる算出値＞ 

・24 時間地域降水量 

・日最高気温 

・日最低気温 

・日最小湿度 

気象データ／気象情

報提供能力の向上 

WMO 及び国際社会に対し、継続的な高層気象

観測データの提供なし（地上気象データの提

供のみ） 

SMRFC、WMO 及び国際社会（GTS 経由）に対し、継続

的な高層気象観測データの提供 

イスラマバード国際

空港周辺の気象監視

能力の向上 

イスラマバード国際空港周辺地域での主観

的（目視）観測 

気象レーダーシステムによる半径 200km 内の客観的

広域観測 

イスラマバード国際空港に対し、気象レーダ

ー画像の提供なし 

イスラマバード国際空港に対し、インターネットに

よる気象レーダー画像の提供 
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サイクロンや降水等の自然災害により、人的、社会経済的に甚大な被害を受けてきた「パ」国の歴

史と、今後一層加速するであろう地球温暖化による気候変動に伴い、頻発化、激甚化が推測される気

象災害に対して、本プロジェクトは災害被害の軽減を通じて、広く人々の生活向上及び社会経済全体

に寄与するものである。また PMD の運用維持管理費が軽減できるよう、本プロジェクトの機材・施設

設計に当たり交換部品や消耗品を最小限とし、最も大きなウェイトを占める電気代を極力抑える設計

を採用するなどの技術的な対応を行った。以上の内容により、本プロジェクトの効果や先方の組織能

力等を総合的に検討した結果、本プロジェクトは妥当性が高く、有効性も見込まれると判断されるた

め、実施する意義は極めて高い。 

大雨予測能力の向上 

Feng-Yun-2（中国の気象衛星）により、上層雲

（特に対流圏上部の巻雲状の雲）を下層の対流

雲より明瞭に把握 

 

 

上層雲（対流圏上部の巻雲状の雲）を Feng-Yun-2

で、また対流圏下層から発達する降水雲を気象レ

ーダーシステムで把握 

 

雨雲の動向に関する短時間予測をしていない 

気象レーダー観測データ（画像）利用による、雨

雲の動向に関する短時間予測（0.5～1 時間以内）

の実施 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

＜第一次現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

佐藤 俊也 総 括  （独）国際協力機構 

  JICA パキスタン事務所 

  次長  

 

佐藤 信夫 気象技術参与 1  気象庁    

 

赤津 邦夫 気象技術参与 2  （独）国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  アドバイザー 

 

田中 顕治 調査企画/事業計画策定  （独）国際協力機構 

   JICA 地球環境部 

   水資源・防災グループ 

  防災第一課 副調査役 

 

野口 晉孝 業務主任/事業効果測定/ 

解析・予警報技術指導計画  （株）国際気象コンサルタント 

 

森 健二 副業務主任/レーダー施設建築設計  （一般財）日本気象協会 

 

遠藤 肇秀 気象観測機材/運営維持管理  （株）国際気象コンサルタント 

 

水越 祐一 放送機材  （株）国際気象コンサルタント 

（補強） 

内田 善久 気象レーダー・通信機材計画/機材積算  （一般財）日本気象協会 
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＜第二次現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

佐藤 俊也 総 括  （独）国際協力機構 

  JICA パキスタン事務所 

  次長  

 

佐藤 信夫 気象技術参与 1  気象庁    

 

赤津 邦夫 気象技術参与 2  （独）国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  アドバイザー 

 

山下 望 調査企画  （独）国際協力機構 

   JICA 地球環境部 

   水資源・防災グループ 

  防災第一課 主任調査役 

 

 

野口 晉孝 業務主任/事業効果測定/ 

解析・予警報技術指導計画  （株）国際気象コンサルタント 

 

森 健二 副業務主任/レーダー施設建築設計  （一般財）日本気象協会 

   

遠藤 肇秀 気象観測機材/運営維持管理  （株）国際気象コンサルタント 

   

内田 善久 気象レーダー・通信機材計画/機材積算  （一般財）日本気象協会 

   

猪又 裕之 施工計画/調達事情/建築積算  （株）国際気象コンサルタント 

   

岩田 総司 災害被害・自然条件調査１  （一般財）日本気象協会 

   

宮城 昌和 業務調整/災害被害・自然条件調査 2 （株）建設技研インターナショナル 

   

本谷 隆行 数値予報計算機計画  （株）国際気象コンサルタント 
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＜第三次現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

河崎 充良 総 括  （独）国際協力機構 

  JICA パキスタン事務所 

  所長  

 

北村 浩一 計画管理  （独）国際協力機構 

   JICA 地球環境部 

   水資源・防災グループ 

  防災第一課  

 

野口 晉孝 業務主任/事業効果測定/ 

解析・予警報技術指導計画  （株）国際気象コンサルタント 

 

猪又 裕之 レーダー施設建築設計  （株）国際気象コンサルタント 

   

遠藤 肇秀 気象観測機材/運営維持管理  （株）国際気象コンサルタント 

   

内田 善久 気象レーダー・通信機材計画/機材積算  （一般財）日本気象協会 
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＜第四次現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

森 健二 副業務主任/レーダー施設建築設計  （一般財）日本気象協会  

 

猪又 裕之 施工計画/調達事情/建築積算  （株）国際気象コンサルタント 



　

資料 ２.　調査行程

　   　　 　(１)　第一次現地調査

佐藤　俊也 佐藤　信夫 赤津　邦夫 田中　顕治 野口　晉孝 森　健二 遠藤　肇秀 水越　祐一 内田　善久

総括

JICAパキスタン事務所　次長

気象技術参与1

気象庁

気象技術参与2

JICA地球環境部　アドバイザー

調査企画/事業計画策定

JICA地球環境部　水資源・防災グ
ループ　防災第一課　副調査役

業務主任／事業効果測定／解析・予
警報技術指導計画

副業務主任／レーダー施設建築設計 気象観測機材／運営維持管理 放送機材
気象レーダー・通信機材計画／機材

積算

1 9月17日 月

2 9月18日 火

3 9月19日 水

4 9月20日 木

5 9月21日 金 東京→バンコク→イスラマバード

6 9月22日 土

午前：イスラマバード→カラチ 午前：イスラマバード→カラチ

既設GTS/MMS及びウィンドプロファイ
ラ調査・確認

既設GTS/MMS及びウィンドプロファイ
ラ調査・確認

既設GTS/MMS及びウィンドプロファイ
ラ調査・確認

既設GTS/MMS及びウィンドプロファイ
ラ調査・確認

午後：カラチ→イスラマバード 午後：カラチ→イスラマバード

9 9月25日 火

PMDとの詳細協議 サイト調査、積算調査 PMDとの詳細協議、サイト調査 PMDとの詳細協議 PMDとの詳細協議

11 9月27日 木 PMDとの詳細協議 サイト調査、積算調査 PMDとの詳細協議、サイト調査 PMDとの詳細協議 PMDとの詳細協議

12 9月28日 金 PMDとの詳細協議 サイト調査、積算調査 PMDとの詳細協議、サイト調査 PMDとの詳細協議 PMDとの詳細協議

13 9月29日 土

14 9月30日 日

16 10月2日 火 バンコク→東京

ミニッツ文案作成、PMD、NDMA及びEADとのミニッツ協議

PMDとの詳細協議

15
イスラマバード→バンコク

PMD、NDMA及びEADとのミニッツ協議

資料収集、内部打合せ、調査報告書準備

資料収集、内部打合せ、調査報告書準備

調査日程

2012年

10月1日 月

ミニッツ署名

9月26日10 水

ミニッツ署名

イスラマバード→バンコク

コンサルタント団員

資料収集、内部打合せ

PMDとの協議

既設気象レーダー観測所（イスラマバード）調査、特別中期気象予報センター（SMRFC）調査、PMDとの協議

午前：イスラマバード→カラチ

PMDとの協議、内部打合せ

既設GTS/MMS及びウィンドプロファイラ調査・確認

PMDとの協議、内部打合せ

PMDとの協議

官団員

東京→バンコク→イスラマバード東京→バンコク→イスラマバード

バンコク→東京

JICAパキスタン事務所訪問

在パキスタン日本大使館及びJICAパキスタン事務所表敬、パキスタン気象局（PMD）、国家防災管理庁（NDMA）及び経済産業省経済課（EAD）表敬・協議、
インセプションレポートの説明

既設気象レーダー観測所（イスラマバード）調査、特別中期気象予報センター（SMRFC）調査、PMDとの協議

在パキスタン日本大使館及びJICAパキスタン事務所表敬、パキスタン気象局
（PMD）、国家防災管理庁（NDMA）及び経済産業省経済課（EAD）表敬・協

議、インセプションレポートの説明

JICAパキスタン事務所表敬、パキスタン気象局（PMD）、国家防災管理庁
（NDMA）及び経済産業省経済課（EAD）表敬・協議、インセプションレポート

の説明

資料収集、内部打合せ

9月24日

日7

月

PMDとの協議、サイト調査 PMDとの協議、サイト調査

PMDとの協議、サイト調査PMDとの協議、サイト調査

既設GTS/MMS及びウィンドプロファイラ調査・確認

午後：カラチ→イスラマバード

9月23日

8

資
料
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　   　　     　(２)　第二次現地調査

佐藤　俊也 佐藤　信夫 赤津　邦夫 山下　望 野口　晉孝 森　健二 遠藤　肇秀 内田 善久 猪又　裕之 岩田　総司 宮城　昌和 本谷　隆行

総括

JICAパキスタン事務所
次長

気象技術参与1

気象庁

気象技術参与2

JICA地球環境部　アドバイザー

調査企画

JICA地球環境部　水資源・防災グループ
防災第一課　主任調査役

業務主任/事業効果測定/解析・予警
報技術指導計画

副業務主任/レーダー施設建築設計 気象観測機材/運営維持管理
気象レーダー・通信機材計画/機材積

算
施工計画/調達事情/建築積算 災害被害・自然条件調査１ 業務調整/災害被害・自然条件調査2 数値予報計算機計画

1 11月14日 水 東京→バンコク→イスラマバード

2 11月15日 木 パキスタン気象局調査

3 11月16日 金 ダッカ→バンコク→イスラマバード 資料収集、積算調査

4 11月17日 土 内部打合せ・資料収集
内部打合せ・資料収集、自然条件調査
見積り依頼のために現地業者と協議

5 11月18日 日

6 11月19日 月
在パキスタン日本大使館表敬、パキス
タン気象局・国家災害管理局・経済関

係局表敬・協議
東京→バンコク→イスラマバード

既設気象レーダー観測所調査、パキス
タン気象局との協議、資料収集

既設気象レーダー観測所調査、家具単
価調査

東京→バンコク→イスラマバード

7 11月20日 火 パキスタン気象局との協議、資料収集
資料収集、積算調査、建設材料単価調

査
パキスタン気象局との協議、資料収集

8 11月21日 水 パキスタン気象局との協議、資料収集
資料収集、積算調査、建設材料単価調

査
パキスタン気象局との協議、資料収集

9 11月22日 木 ミニッツ協議、ミニッツ署名
資料収集、積算調査、建設材料単価調

査
パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

10 11月23日 金 パキスタン気象局との協議、資料収集
資料収集、積算調査、建設材料単価調

査
パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

11 11月24日 土

12 11月25日 日

13 11月26日 月 パキスタン気象局との協議、資料収集 首都開発庁（CDA）との協議 パキスタン気象局との協議、資料収集 レーダー周波数スキャニングテスト パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

14 11月27日 火 パキスタン気象局との協議、資料収集
イスラマバード電力供給会社

（IESCO）及び首都開発庁（CDA）との
協議

パキスタン気象局との協議、資料収集
自然条件調査フォローアップ、建設材

料単価調査
パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

15 11月28日 水 パキスタン気象局との協議、資料収集
JICAパキスタン事務所と免税手続きに
関する協議、パキスタン気象局との協

議

JICAパキスタン事務所と免税手続きに
関する協議

自然条件調査フォローアップ パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

16 11月29日 木 パキスタン気象局との協議、資料収集
周波数割当委員会（FAB）、イスラマ
バード電力供給会社（IESCO）との協

議
周波数割当委員会（FAB）との協議

コンクリート圧縮強度及び鉄筋引張り
強度テスト試験所調査

パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

17 11月30日 金 パキスタン気象局との協議、資料収集
パキスタン電気通信庁 （PTA）との協
議、経済関係局（EAD）、パキスタン

国立銀行との協議

パキスタン電気通信庁 （PTA）との協
議）、経済関係局（EAD）、パキスタ

ン国立銀行との協議
イスラマバード→バンコク

自然条件調査フォローアップ パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集 パキスタン気象局との協議、資料収集

18 12月1日 土 内部打合せ・資料収集 内部打合せ・資料収集、単価調査 バンコク→ダッカ 内部打合せ・資料収集、単価調査 内部打合せ・資料収集、単価調査

19 12月2日 日

20 12月3日 月 パキスタン気象局との協議、資料収集 イスラマバード→ムルタン イスラマバード→ムルタン
パキスタン気象局との協議
イスラマバード→バンコク

パキスタン気象局との協議、資料収集
パキスタン気象局との協議
イスラマバード→バンコク

21 12月4日 火 パキスタン気象局との協議、資料収集
PMDムルタン気象事務所調査及び協

議，航空局（CAA）との協議
ムルタン→イスラマバード

PMDムルタン気象事務所調査及び協
議，航空局（CAA）との協議
ムルタン→イスラマバード

バンコク→東京 パキスタン気象局との協議、資料収集 バンコク→ダッカ

22 12月5日 水
建設材料単価調査、資料収集、自然条

件調査フォローアップ
パキスタン気象局との協議
イスラマバード→バンコク

23 12月6日 木 バンコク→ダッカ バンコク→東京
建設材料単価調査、資料収集、自然条

件調査フォローアップ
バンコク→東京

24 12月7日 金 東京→バンコク→イスラマバード
建設材料単価調査、資料収集、自然条

件調査フォローアップ

25 12月8日 土 内部打合せ・資料収集 自然条件調査フォローアップ

26 12月9日 日 内部打合せ・資料収集 自然条件調査フォローアップ

27 12月10日 月
イスラマバード→ムルタン

PMDムルタン気象事務所との協議、サ
イト調査

建設材料単価調査、資料収集、自然条
件調査フォローアップ

　

28 12月11日 火
PMDムルタン気象事務所との協議、サ

イト調査
ムルタン→イスラマバード

パキスタン気象局との協議、資料収集

29 12月12日 水 パキスタン気象局との協議
パキスタン気象局との協議、資料収

集
イスラマバード→バンコク

30 12月13日 木
イスラマバード→カラチ

PMDカラチサイクロン警報センターと
の協議、サイト調査

バンコク→東京

31 12月14日 金
PMDカラチ熱帯サイクロン監視セン

ターとの協議、サイト調査
カラチ→イスラマバード

32 12月15日 土 資料収集

33 12月16日 日 資料収集

34 12月17日 月
イスラマバード→ラホール

PMDラホール洪水予報局及び地方気象
センターとの協議、サイト調査

35 12月18日 火
PMDラホール洪水予報局及び地方気象

センターとの協議、サイト調査
ラホール→イスラマバード

36 12月19日 水 パキスタン気象局との協議

37 12月20日 木
インターネット接続業者からの情報収

集、パキスタン気象局との協議

38 12月21日 金
パキスタン気象局との協議、ギルギッ

ト気象事務所に関する資料収集

39 12月22日 土 資料収集

40 12月23日 日 資料収集

41 12月24日 月
パキスタン電気通信庁 （PTA）との協
議、パキスタン気象局との協議、資料

収集

42 12月25日 火 パキスタン気象局との協議、資料取集

43 12月26日 水
パキスタン気象局との協議、資料取

集
イスラマバード→バンコク

44 12月27日 木 バンコク→東京

官団員 コンサルタント団員

調査日程

2012年

東京→バンコク→イスラマバード

パキスタン気象局との協議、資料収集

パキスタン気象局との協議、資料収集

東京→ドバイ→イスラマバード

内部打合せ・資料収集、自然条件調査見積り依頼のために現地業者と協議

内部打合せ・資料収集 内部打合せ・資料収集

在パキスタン日本大使館・JICAパキスタン事務所表敬、パキスタン気象局・国
家災害管理局・経済関係局表敬・協議

在パキスタン日本大使館・JICAパキスタン事務所表敬、パキスタン気象局・国
家災害管理局・経済関係局表敬・協議

内部打合せ・資料収集 内部打合せ・資料収集

パキスタン気象局との協議 パキスタン気象局との協議、資料収集

パキスタン気象局との協議 パキスタン気象局との協議、資料収集 東京→バンコク→イスラマバード

ミニッツ協議、ミニッツ署名 ミニッツ協議、ミニッツ署名

パキスタン気象局との協議
イスラマバード→バンコク

パキスタン気象局との協議、資料収集

バンコク→東京 内部打合せ・資料収集 内部打合せ・資料収集

内部打合せ、資料収集

内部打合せ・資料収集 内部打合せ・資料収集

経済関係局（EAD）との協議、JICAパキスタン事務所へ報告
イスラマバード→バンコク

資
料
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　   　　        (３)　第三次現地調査（概略設計概要説明調査）

河崎　充良 北村　浩一 野口　晉孝 猪又　裕之 遠藤　肇秀 内田 善久

総括

JICAパキスタン事務所所長

計画管理
JICA 地球環境部

水資源・防災グループ　防災第一課

業務主任/事業効果測定/
解析・予警報技術指導計画

レーダー施設建築設計 気象観測機材/運営維持管理
気象レーダー・通信機材計画/

機材積算

1 6月29日 土 東京→バンコク→イスラマバード

2 6月30日 日 内部打合せ・資料収集

4 7月2日 火 PMDとの協議

PMDとの協議、パキスタン・ナショナ
ル銀行 (NBP) との協議

PMDとの協議、パキスタン・ナ
ショナル銀行 (NBP) との協議

イスラマバード→バンコク

9 7月7日 日

調査日程

2013年

東京→バンコク→イスラマバード

内部打合せ・資料収集

3 7月1日 月

JICAパキスタン事務所打合せ JICAパキスタン事務所打合せ

PMDへ概略設計概要説明、PMDとのミニッツ協議、経済産業省経済課
（EAD）との協議

PMDへ概略設計概要説明、PMDとのミニッツ協議、経済産業省経済課（EAD）との協議

PMDとの協議

5 7月3日 水
PMDとの協議

PMDとの協議、在パキスタン日本大使館への報告 PMDとの協議、在パキスタン日本大使館への報告

PMDとの協議

7 7月5日 金
ミニッツ署名 ミニッツ署名

PMDとの協議

6 7月4日 木 PMDとの協議

バンコク→東京

8 7月6日 土 バンコク→東京
内部打合せ・資料収集

イスラマバード→バンコク

資
料
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（４）第四次現地調査

森　健二 猪又　裕之

副業務主任/レーダー施設建築設計 施工計画/調達事情/建築積算

1 10月28日 月

2 10月29日 火

3 10月30日 水
パキスタン気象局との協議、首都開発庁
（CDA）及び経済産業省経済課（EAD）との

協議
資料収集、積算調査、建設材料単価調査

4 10月31日 木
パキスタン気象局、首都開発庁（CDA）との

協議
資料収集、積算調査、建設材料単価調査

5 11月1日 金

6 11月2日 土

7 11月3日 日

8 11月4日 月
パキスタン気象局との協議、環境保護庁
（EPA）との協議、周波数割当委員会

（FAB）との協議
資料収集、積算調査、建設材料単価調査

9 11月5日 火
パキスタン気象局との協議、パキスタン電

気通信庁 （PTA）との協議
資料収集、積算調査、建設材料単価調査

10 11月6日 水
パキスタン気象局との協議、経済産業省経

済課（EAD）との協議
資料収集、積算調査、建設材料単価調査

11 11月7日 木 パキスタン気象局との協議、資料収集 資料収集、積算調査、建設材料単価調査

12 11月8日 金

13 11月9日 土

調査日程

2013年

バンコク→東京

パキスタン気象局との協議、 パキスタン電気通信庁 （PTA）及び経済産業省経済課
（EAD）との協議、 JICAパキスタン事務所へ報告

イスラマバード→バンコク

パキスタン気象局との協議、資料収集、積算調査、建設材料単価調査

コンサルタント団員

東京→バンコク→イスラマバード

JICAパキスタン事務所表敬、パキスタン気象局との協議

パキスタン気象局との協議、資料収集、積算調査、建設材料単価調査

資料収集、内部打合せ

資料2-4



 
資料 3-1 

資料 ３． 関係者（面会者）リスト 

 経済・統計省、経済課（Economic Affairs Division, Ministry of Economic Affairs and Statistics） 

Dr. Kazim Niaz Joint Secretary 

Mr. Syed Zain Gillani Deputy Secretary 

Mr. Asghar Ali Sector Officer, ADB-Japan Wing 

 パキスタン気象局（Pakistan Meteorological Department：PMD） 

イスラマバード本局（Islamabad Head Office） 

Dr. Qamar Uz Zaman Ch. Advisor (Meteorological and Climate Affairs) 

Mr. Arif Mahmood Director General 

Dr. Ghulam Rasul Deputy Director General (Chief Meteorologist) 

Mr. Hazrat Mir Chief Meteorologist 

Dr. Muhammad Hanif Director (Forecasting) 

Dr. Khalid M. Malik Director (Agro-meteorology) 

Mr. Azmat Hayat Khan Director (Drought) 

Mr. Jan Muhammad Khan Director (Planning) 

Mr. Usman Rafique Electric Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. Wadar Ali Sub Engineer 

Mr. Muhamood Atif Nawaz Sub Engineer 

Mr. Ali Hussain Abbasi Sub Engineer 

Mr. Amjad Ali Sub Engineer 

Mr. Shahid Abbasi Assistant Mechanic Sub Engineer 

Mr. Abdus Rahman Sub Engineer 

Mr. Nazir Khan Niazi Electronic Engineer 

 

ムルタン気象事務所（Multan Meteorological Office） 

Mr. Muhammad Zawar Deputy Director 

 

カラチサイクロン警報センター（Karachi Tropical Cyclone Warning Centre） 

Mr. Muhammad Touseef Alam Chief Meteorologist 

 

ラホール地方気象センター（Lahore Regional Meteorological Centre） 

Mr. Mahr Sahibzad Khan Director 

 

ラホール洪水予報局（Lahore Flood Forecasting Division） 

Mr. Mohammad Riaz Chief Meteorologist 

Mr. Fayyaz Nazeer Senior Electric Engineer 
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 国家防災管理庁（National Disaster Management Authority: NDMA） 

Mr. Ahmed Kamnal Member (Planning) 

 国防省（Ministry of Defence） 

Mr. Farooq Hassan Deputy Secretary (Finance) 

 連邦洪水委員会（Federal Flood Commission: FFC） 

Mr. Alamgir Khan Chief Engineer (Floods) 

 首都開発庁（Capital Development Authority: CDA） 

Mr. Mahboob Ali Khan Director, Urban Planning 

Mr. Tavaeer Nawaz Deputy Director, Urban Planning 

Mr. Ibtisam Peerzada Deputy Director, Building Control 

 イスラマバード電力供給会社（Islamabad Electric Supply Company: IESCO） 

Mr. Mahboob Ali Khan Sub-divisional Officer, Urban Planning 

Mr. Khalid Mahmood Sub Engineer, Line Superintend I 

 ムルタン電力会社（Multan Electric Power Company: MEPCO） 

Mr. Abdul Mateen Khan (Engr.) Chief Engineer 

 周波数割当委員会（Frequency Allocation Board: FAB） 

Mr. Saifullah Khan Bangash Director 

Mr. Imran Zahoor Deputy Director 

 ハビブ銀行（Habib Bank Limited: HBL） 

Mr. Syed Ahsan Raza Manager Operations 

 パキスタン国立銀行（National Bank of Pakistan: NBP） 

Mr. Shahzad Naeem Khokher Incharge Forex Dept. International Banking Department, Main Branch 

 パキスタン電気通信庁（Pakistan Telecommunication Authority: PTA） 

Ms. Abida Shaukat Director , Radio Based Services (RBS) 

Mr. Umair Tariq Deputy Director (Software), Radio Based Services (RBS) 

Mr. Yasir Khan Assistant Director, Radio Based Services (RBS), Licensing 

Mr. Anwar Ul Haq Assistant Engineer, Radio Based Services (RBS) 
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 民間航空庁（Civil Aviation Authority: CAA） 

Mr. Muhammad Farooq Rashid Airport Manager, Multan Airport 

Mr. Muhammad Pervaiz Chief Technical Officer, Multan Airport 

Mr. Rana M. Ashraf Senior Air Traffic Control Officer, Multan Airport 

Mr. Iqtidar Haider Corporate Manager, Multan Airport 

 環境保護庁（Environmental Protection Agency: EPA） 

Mr. Ijlal Hussain Deputy Project Manager 
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ソフトコンポーネント計画書 

 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

「パ」国は、地震、洪水、土砂災害、サイクロン、旱魃等様々な自然災害に見舞われる災害

多発国である。「パ」国における自然災害は、特にモンスーン期に多く発生する。これは熱帯

収束帯の積乱雲群や熱帯性低気圧が、集中的な豪雨、降雹、強風等の現象を引き起こしている

ためである。毎年のように起こる災害は、洪水や田畑の冠水、家屋の倒壊、送電線の切断、土

砂崩れ、道路の斜面崩壊等の被害ばかりでなく、尊い人命を多数奪っており、国家経済にも影

響を及ぼしている。自然災害は、人命や財産の損失及び社会経済活動の停滞を生み出すだけで

なく、自然災害に対して極めて脆弱である貧困層への影響が極めて大きく、「パ」国政府の開

発戦略の一つである貧困削減への弊害ともなっている。また地球規模の気候変動が、中長期的

に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性があり、特に自然災害多発国である「パ」国へ

の影響は大きく現れると想定されることから、気象災害に対する早期警戒を含む災害管理体制

の整備が喫緊の課題となっている。本プロジェクトにおいて、気象レーダーシステムの更新、

高層気象観測システム、気象予報・開発システム、気象データ用基幹通信システム及び GTS

メッセージスイッチシステムの整備を行い、特別中期気象予報センター（SMRFC）を PMD イス

ラマバード本局に構築する。これらの我が国の支援により、PMD の 1) 気象観測能力の強化、

2) 既設の 24～48 時間以内の短期予報の更なる精度向上、3) 48 時間を超える中期予報（3-10

日後まで）を作成することができる能力の付帯、4) 予警報の迅速な発信能力の強化、を行い

自然災害による被害の軽減に寄与することを本プロジェクトの目標としている。 

既設イスラマバード気象レーダーシステムは、アナログ気象レーダーシステムであるため、

PMD イスラマバード技術職員はコンピューターを含むデジタル機材には習熟しているものの、

本プロジェクトで導入予定のデジタル固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの

運用維持管理の経験を有していない。また、特別中期気象予報センター（SMRFC）に導入され

る気象予報・開発システム（気象予報ガイダンス）により全球数値予報モデルのプロダクトを

活用した気象予報ガイダンス（雨量、気温、湿度、風速）を実施するための経験と技術も不足

している。そのため、導入される気象レーダーシステムの円滑な運用維持管理及び「パ」国民

への気象予報ガイダンスによる精度の高い中期気象予報の提供、そしてプロジェクト成果の持

続性を最低限確保するため、本プロジェクト実施中において、本計画書に記載したソフトコン

ポーネントを投入することが必要であると判断した。 

 

 

資料 ５． ソフトコンポーネント計画書 
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（2） ソフトコンポーネントの目標 

以下の 4項目をソフトコンポーネントの目標とする。 

 PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処置・復旧（スペアパーツや消耗品

の交換等）及び重大な故障発生時の適切な対応（コンサルタント及び製造メーカーへ

の情報伝達、技術アドバイス受領等）が実施される。 

 気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台

帳を活用した、迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理が実施される。 

 気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用するため、雨

量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダ

ー観測が実施される。 

 予報要素の気象学的特性を考慮し、要素別ガイダンスの作成が実施される。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの成果 
No. 活動（技術移転）項目 成果 

1 

気象ドップラーレーダー点検、調整、軽

微な故障の探究・処置・復旧（スペアパ

ーツや消耗品の交換等）及び重大な故障

発生時の対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処理・復旧（a.測定

器類を用いた定期保守点検、b.予備品の実機への組入れ（交換）及び

動作確認、c.故障探求・処置（スペアパーツや消耗品の交換等）・復

旧確認作業及び重大な故障発生時の対応（コンサルタント及び製造メ

ーカーへの情報伝達、技術アドバイス受領等）を PMD 技術者が習得す

る 

2 

気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシステム保守

管理台帳を活用した迅速且つ適切な気

象レーダー運用・管理 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシス

テム保守管理台帳を活用した、迅速且つ適切な運用・管理技術を PMD

技術者が習得する 

3 

雨量強度及びドップラー速度観測のシ

ークエンス・スケジュールに従った気象

レーダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用

するため、雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジ

ュールに従った気象レーダー観測が開始される 

4 
観測値と数値予報結果を用いた気象予

報ガイダンスの作成 

予報要素の気象学的特性を考慮し、要素別ガイダンスの作成技術を

PMD 技術者が習得する 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの成果達成度と測定方法 
No. 活動項目 成果指標 確認方法 

1 

気象ドップラーレー

ダーの点検、調整、軽

微な故障の探究・処

置・復旧及び重大な故

障発生時の対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な

故障の探究・処置・復旧及び重大

な故障発生時の適切な対応が実施

される 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機へ

の組入れ（交換）及び動作確認、3) 軽微な故障の探

求・処置・復旧確認作業、4) 重大な故障発生時の対

応に関する習熟度を確認する 
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2 

気象ドップラーレー

ダーシステムマニュ

アル概要及びレーダ

ーシステム保守管理

台帳を活用した迅速

且つ適切な気象レー

ダー運用・管理 

気象ドップラーレーダーシステ

ムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳を活用し

た、迅速且つ適切な運用・管理

が実施される 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要の利

用頻度及びレーダーシステム保守管理台帳の記載内容

（各日、週、月）を確認する 

3 

雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュー

ルに従った気象レー

ダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レ

ーダー観測データを予報業務に活

用するため、雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシークエンス・ス

ケジュールに従った気象レーダー

観測が実施される 

雨量強度及びドップラー速度観測データより、観測シ

ークエンス・スケジュールに沿った気象レーダー観測

の実施を確認する 

4 

観測値と数値予報結

果を用いた気象予報

ガイダンスの作成 

予報要素の気象学的特性を考慮

し、要素別ガイダンスの作成が実

施される。 

ガイダンス式の作成により、数値予報結果の系統的誤

差が除去され、予測精度の向上（RMSE の減少等）を確

認する。 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる 

技術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲッ

トグルー

プ 

実施方法 実施リソース 成果品 

成果 1：気象

ドップラー

レーダー点

検、調整、軽

微な故障の

探究・処置・

復旧及び重

大な故障発

生時の対応 

気象レーダー調

整・故障探求を

行える技術を有

する技術者 

PMDには、デジタル気象

レーダーシステムの調

整・故障探求を実施

した経験を有する技

術者がいないことか

ら、独自に調整・故障

探求が実施できるレ

ベルの技術が必要。 

次表に示

した通り

測定器類を用いた定期保守点

検研修 

気象レーダー調整・

故障探求技術担当

コンサルタント：

1.17 人月（現地技

術移転期間：35 日） 

 

直接支援型 

測定器類を用い

た定期保守点検

実施手順書 納入された予備品の実機への

組入れ（交換）及び動作確認

研修 
予備品の実機へ

の組入れ（交換）

及び動作確認手

順書 
故障状態を想定し、故障探

求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研修 故障探求・処置・

復旧確認手順書実施手順書の作成 

重大な故障発生

時の対応手順書

成果 2：気象

ドップラー

レーダーシ

ステムマニ

ュアル概要

及びレーダ

ーシステム

保守管理台

帳作成 
気象レーダー運

用・管理を行える

技術を有する技

術者 

PMDには、デジタル気象

レーダーシステムの運

用・管理を行った経験

を有する技術者がい

ないことから、気象

ドップラーレーダー

レーダーシステムマ

ニュアル概要及びレ

ーダーシステム保守

管理台帳に沿った運

用・管理が実施できる

レベルの技術が必

要。 

次表に示

した通り

PMD 技術者との技術ディスカ

ッション 

気象レーダー運用・

管理技術担当コンサ

ルタント：1.17 人月

（現地技術移転期

間：35 日） 

 

直接支援型 

気象ドップラー

レーダーシステ

ムマニュアル概

要 
気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアルから最重要部

分の選出 レーダーシステ

ム保守管理台帳

· システム障害/

トラブルの発生

日時 

· システム障害/

トラブルの原因

（異音、部分的

な劣化、その他）

· 実施した復旧手

順 

· 交換した部品の

名称及び数量 

· 復旧/トラブル

シューティング

を行ったエンジ

ニアの氏名 

気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアル概要の作成 

レーダーシステム保守管理台

帳の作成 

PMD 技術者による気象ドップ

ラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステ

ム保守管理台帳の使用 
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成果 3：雨量

強度及びド

ップラー速

度観測のシ

ー ク エ ン

ス・スケジュ

ール作成 

 

 

気象レーダー観

測データよりク

ラッター及びブ

ラインドエリ

アの特定が行

え且つパキス

タンの気象現

象に即した観

測のシークエ

ンス・スケジュ

ールの作成を

行える技術を有

する技術者 

PMDには、デジタル気象

ドップラーレーダーシ

ステムによりCAPPI 観

測を実施した経験を有

する技術者がいないこ

とから、雨量強度及

びドップラー速度観

測のシークエンス・

スケジュールに関す

る技術を有していな

い。そのためレーダ

ー観測シークエン

ス・スケジュールの

重要性を認識し、作

成ができる技術が必

要。 

次表に示

した通り

PMD 予報官及び技術者との技

術ディスカッション及び座学

気象レーダー観測技

術担当コンサルタン

ト：1.0 人月（現地

技術移転期間：30

日） 

 

直接支援型 

雨量強度及びド

ップラー速度観

測のシークエン

ス・スケジュール

気象ドップラーレーダーシス

テムのクラッター及び各アン

テナ仰角時（0.5 度間隔、1～3

度間）のブラインドエリアの

特定 

各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3 度間）のブラインド

エリア図の作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールの作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールに従った気象レーダー

観測の実施 

成果 4： 

気象予報ガ

イダンスの

作成 

 
数値予報およ

び気象予報ガ

イダンス作成

技術を有する

技術者 

現地気象観測値、数

値予報データの統計

解析プログラムの作

成・実行が出来るこ

と。 

Linux の基本的な操

作が出来ること。 

次表に示

した通り

予測要素について、気象特性

理解のための解析およびディ

スカッション 
ガイダンス技術担当

コンサルタント：

0.53 人月（現地技

術移転期間：16 日） 

 

直接支援型 

ガイダンスプロ

グラム、精度検証

資料 

ガイダンスについての座学 

ガイダンスプログラムの作成

（研修および実習） 

試験的運用及び精度検証（実

習およびディスカッション）

精度結果の検討とガイダンス

のチューニングの必要性につ

いての検討 

 

成果 1及び 2 のターゲットグループ 成果 3及び 4 のターゲットグループ 

人数 人数 

主任技師 1 気象予報センター職員 15 

電子技師 1 数値予報局 5 

電子技師補 1   

機械工 4   

電子及び機械技師補助 8   

専門工補助 2   

プログラム補助 1   
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活動日程詳細計画は以下の通りである。 
 

 活動 No.1 活動 No.2 活動 No.3 

日 

気象ドップラーレーダー点検、調整、

軽微な故障の探究・処置・復旧及び重

大な故障発生時の対応 

気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアル概要及びレーダーシステム保守

管理台帳作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール 

1 日本発-イスラマバード着 日本発-イスラマバード着 日本発-イスラマバード着 

2 事前準備 事前準備 事前準備 

3 気象レーダー塔施設において準備作業 PMD 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション及び座学 4 

測定器類を用いた定期保守点検の実施研

修及び実施手順書の作成 

PMD 技術者との技術ディスカッション及

び気象ドップラーレーダーシステムマニ

ュアルから最重要部分の選出 

5 気象ドップラーレーダーシステムのクラ

ッター及び各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3 度間）のブラインドエリアの特

定 

6 

7 

8 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

9 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

10 実施手順書の作成 
気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）の作成 

 

レーダーシステム保守管理台帳（案）の

作成 

各アンテナ仰角時（0.5 度間隔、1～3 度

間）のブラインドエリア図の作成 11 

納入された予備品の実機への組入れ（交

換）及び動作確認研修及び実施手順書の作

成 

12 
雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）作成 

13 PMD 予報官及び技術者との技術ディスカ

ッション 14 

15 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

16 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

17 実施手順書の作成 気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）の作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール（案）見直し 

18 

故障状態を想定し、故障探求・処置・復

旧確認研修及び実施手順書の作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールに従った気象レ

ーダー観測の実施 

19 PMD 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要（案）及びレー

ダーシステム保守管理台帳（案）の使用

20 

21 

22 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

23 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

24 実施手順書の作成 気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要（案）及びレーダーシステム保

守管理台帳（案）見直し 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュールの完成 25 
重大な故障発生時の対応研修 

PMD による研修復習 

実施手順書の作成 

26 PMD 技術者による気象ドップラーレーダ

ーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳の使用 

完了報告書の作成 
27 

28 PMD との技術ディスカッション 

29 土（休日） 土（休日） イスラマバード発 

30 日（休日） 日（休日） 日本帰国 

31 
完了報告書の作成 完了報告書の作成 

 

32  

33 PMD との技術ディスカッション PMD との技術ディスカッション  

34 イスラマバード発 イスラマバード発  

35 日本帰国 日本帰国  

 

 活動 No.4   

日 気象予報ガイダンスの作成   

1 日本発-イスラマバード着   

2 事前準備   

3 現地気象データの特性調査   

4 ガイダンス研修（理論）   

5 ガイダンス研修（実習）   

6 使用ガイダンスの選定   

7 ガイダンス式の作成   

8 土（休日）   

9 日（休日）   

10 ガイダンス式の適用計算   

11 ガイダンス式の適用計算   

12 精度検証および結果報告   
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13 完了報告書の作成   

14 完了報告書の作成   

15 イスラマバード発   

16 日本帰国   

 

（6） ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

実施リソースは、本プロジェクトの機材調達に関わる本邦コンサルタントによる直接支援型

とする。その理由は以下の通りである。 

 気象業務及び導入される気象レーダーシステムに関する高度な技術及び知識を有してい

る人材が不可欠であること。 

 通常、上述のような技術や知識を豊富に有している人材は、気象コンサルティング業務

を実際に行っている組織に在籍していること。 

 計画されている技術移転と同様の経験を有する人材が必要であること。 

これより、本邦コンサルタントの直接支援型とする。 

 

（7） ソフトコンポーネントの実施工程 

プロジェクト全体工程及びソフトコンポーネント実施工程を以下に示した。ソフトコンポー

ネントは、気象レーダーシステムの据付が完了して、調整段階となる、本プロジェクトの完了

時前に実施する計画としている。 

 

 

 

表  ソフトコンポーネント実施工程表

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

イスラマバード気象レーダー塔施設建設工事

工事準備

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

機材調達

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

ソフトコンポーネント

ソフトコンポ―ネント（活動 No.4）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.1）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.2）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.3）

31 3225 26 27 28 29 30

計：17.0ヶ月

月

計：18.0ヶ月

1.17人月

1.17人月

1.00人月

0.53人月
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（8） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ（交換）及び動作

確認、3)故障探求・処置・復旧確認作業実施手順書、4)重大な故障発生時の対応

手順書 

技術移転実施後 

20 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要 30 

レーダーシステム保守管理台帳 10 

雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール 10 

ガイダンスプログラム、精度検証資料 10 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
50 

 

（9） 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの実施に関して PMD 側の責務は、以下の通りである。 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

2) プロジェクトにおいて調達された機材の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全

ての気象機材の交換部品、消耗品の調達を計画的に行う。 

b) 盗難や破損から機材を保護する。 

 

上述に記述したPMD側の責務に関しては、PMDの組織的且つ人的能力を鑑みると、十分に実

施可能であると考えている。特に「継続的に次世代を担う人材を雇用」に関しては、気象レー

ダーの維持管理面において PMD が自立的発展するためには、電子関連技術者を継続的に補充

し、補助業務を行う職員から電子技師に至る全てのスタッフに気象レーダーの維持管理能力

を継承していくことが必要不可欠である。PMD も、有能な電子関連技術者を補充し、技術セ

クションを強化することの必要性を深く認識している。 
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番号 名  称 

形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

／ｺﾋﾟｰ／

電子ﾌｧｲﾙ

 

発行機関 

 

発行年

1 
National Climate Change 

Policy 
図書 電子ﾌｧｲﾙ Ministry of Climate Change 2012 年

2 
Pakistan Climate Change 

Action Plan 
図書 電子ﾌｧｲﾙ

Ministry of Climate Change 

United Nations Pakistan 
2011 年

3 
High Performance Computing 

Cluster (HPCC) Facility 
図書 電子ﾌｧｲﾙ

Research & Development 

Division, Pakistan 

Meteorological Department 

2012 年

4 Pakistan Map 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Nelles Map 2009 年

5 Islamabad Street Map 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Saeed Book Bank - 
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